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 目標設定型排出量取引制度の第３計画期間に適用する事項 

 の決定について 

 
 本県では、二酸化炭素（CO2）を多量に排出する事業所（年間エネルギー使用量が原

油換算で３年連続 1,500 キロリットル以上の事業所。以下「大規模事業所」という。）

を対象に、平成 23 年度から目標設定型排出量取引制度を施行しています。対象の大

規模事業所には、県が定めた目標削減率に基づいて CO2の総量削減に取り組んでいた

だいています。 

 このたび、令和２年度から令和６年度までの第３計画期間に適用する目標削減率等

の事項を決定したので、お知らせいたします。 

● 制度の概要 

１ 第３計画期間の目標削減率 

 第３計画期間の目標削減率は、業務ビル等２２％、工場等２０％とします。 

事業所の種類 

目標削減率（期間平均） 

第１計画期間 

(H23～H26) 

第２計画期間 

(H27～R1) 

第３計画期間 

(R2～R6) 

業務ビル等 ８％ １５％ ２２％ 

工場等 ６％ １３％ ２０％ 

令和元年 ８月 ２日 

環境部 温暖化対策課 
計画制度・排出量取引担当 井上、小西 

直通 048-830-3049 
内線 3034 

E-mail: a3030-03@pref.saitama.lg.jp 
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２ その他の適用事項 

 ア．目標削減率の配慮事項  

  平成 24 年度以降に大規模事業所に該当した事業所にあっては、大規模事業所に

該当した年度から４か年度に満たない期間に限り第１計画期間に適用される目標

削減率（８％又は６％）、５か年度から９か年度に満たない期間に限り第２計画期

間に適用される目標削減率（１５％又は１３％）を適用します。  

 

 イ．中小企業等への対応 

  中小企業等が設置する事業所にあっては、第３計画期間に適用される目標削減

率を３／４に緩和します。 

 

 ウ．医療施設への対応 

  人の生命又は身体の安全確保に特に不可欠な医療施設については、第３計画期

間に適用される目標削減率を２％減じます。 

 

 エ．取引に利用できる再エネクレジットの換算率 

  再生可能エネルギーの利用による削減量のうち、太陽光（熱）、風力、地熱、水

力（1,000kW 以下）について、これまで認証電力量から算定した量の 1.5 倍をクレ

ジットの量として認証としていましたが、第３計画期間においては 1.0 倍としま

す。 

 

 オ．トップレベル事業所認定の認定効果 

  第２計画期間に認定された事業所に限り、認定後５年間、トップレベル事業所

認定の効果を有効とし、目標削減率を緩和します。 

 

 カ．低炭素電力選択の仕組み 

  大規模事業所が「低炭素電力※」を調達した場合には、県が指定する第３計画期

間における電気の排出係数との違いを、事業所の排出量算定に反映することがで

きるようにします。 

  

  ※ 太陽光、風力、水力などの非化石電源比率が高い電気 
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目標設定型排出量取引制度とは 
 

 平成 23 年 4 月から本県で導入された制度で、「原油換算エネルギー使用量」が 3年連続で

1,500 キロリットル（電気の場合は約 600 万キロワット時）以上である事業所が、制度の対

象となります。 

 制度の対象になると、過去の排出実績に応じて「基準排出量」を決めていただきます。各

事業所には、基準排出量に対する CO2排出量の削減目標が設定され、達成に努めていただきま

す。 

 自らの削減により目標を達成できない場合は、排出量取引により他の事業所の超過削減分

や森林吸収量などをクレジットとして取得し、目標達成に充てることができます。 

 

 

【参考】排出量取引の概念図 
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目標設定型排出量取引制度の主要事項 

                       （太字：今回追加・修正事項） 

 

1. 対象事業所の要件 

 原油換算エネルギー使用量が３か年度（年度の途中に使用開始された事業所の場

合、その年度を除いて３か年度）連続して1,500キロリットル以上 

 

2. 制度対象ガス 

 燃料、熱、電気の使用に伴い排出される二酸化炭素（エネルギー起源CO2） 

※ その他の温室効果ガスの削減量は、その事業所の削減目標の達成には利用可能

（取引不可）とする。 

 

3. 削減計画期間 

 平成23年度～平成26年度（第１計画期間） 

平成27年度～令和元年度（第２計画期間） 

令和２年度～令和６年度（第３計画期間） 

以降、５年度ごとの期間 

 

4. 排出量削減目標の達成確認期限 

 削減計画期間終了の年度の翌々年度の９月末日 

（第２計画期間については、令和３年９月末日） 

 

5. 削減計画期間の短縮 

 計画廃止が確定した場合には、削減目標の達成確認期限を、廃止が確定した日

から180日後に短縮する。 

 

6. 基準排出量 

⑴平成１８年４月１日に使用されている事業所であって、平成１８年度以降の原油

換算エネルギー使用量が1,500キロリットル以上の事業所については、平成14年

度から平成19年度までの間のいずれか連続する３か年度の排出量の平均値（どの

３か年度とするかは、事業者が選択可能）とする。 

⑵⑴については改修工事等により、排出量が標準的でないと認められる年度がある

場合には、２か年度又は１か年度とすることができる 

⑶⑴以外の事業所については、削減期間が開始される年度の前年度までの３か年度

の排出量の平均値又は県の定める指標（排出標準原単位）等による方法により算

定される量とする。 

 

7. 基準排出量の変更 

延べ床面積の増減、用途の変更、設備の増減等、その他県が定める条件に該当す

る場合には、当該変更部分の標準的な原単位等を用いる算定方法その他の知事が別

に定める方法により、基準排出量を変更することとする。 
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8. 目標削減率 

⑴目標削減率は以下のとおりとする。 

事業所の種類 目標削減率 

 
第１計画期間 

(H23～H26) 

第２計画期間 

(H27～R1) 

第３計画期間 ※  

(R2～R6) 

１

区

分 

事務所、店舗、熱供給

事業所等 

（1-1 区分） 

８％ １５％ ２２％ 

 

上記のうち、他人

から供給された

熱の割合が２割

以上であるもの 

（1-2 区分） 

６％ １３％ ２０％ 

２ 

区 

分 

第１区分以外の事業所 

（工場、浄水場、下水

処理場等） 

６％ １３％ ２０％ 

※ 平成 24 年度以降に大規模事業所に該当した事業所にあっては、大規模事業所に該当し

た年度から４か年度に満たない期間に限り第１計画期間に適用される目標削減率（８％

又は６％）、５か年度から９か年度に満たない期間に限り第２計画期間に適用される目

標削減率（１５％又は１３％）を適用する。  

⑵対象事業所のうち、ア～ウに定める中小企業等が設置するものは、第３計画期間

に適用される目標削減率を３／４に緩和する。 

  ア 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小企

業者（以下「中小企業者」という。）。ただし、当該中小企業者について、以

下の要件に該当する場合は、目標削減率の緩和対象としない。 

 要件 

（ア） その子会社が大企業であるとき（以下「特定中小企業」という。） 

（イ） 

 大企業若しくは特定中小企業又はその役員が当該中小企業の経営

を実質的に支配している場合 

（a）１の大企業若しくは特定中小企業又はその役員が、当該中小企

業者の発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を

所有している場合 

（b）複数の大企業若しくは特定中小企業又はその役員が、当該中小

企業者の発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上

を所有している場合 

（c）１の大企業又は特定中小企業の役員又は職員が、当該中小企業

者の役員総数の２分の１以上を兼務している場合 

（ウ） 
 中小企業者（（ア）及び（イ）を除く。）、イで定める組合等及

び個人以外のものが中小企業の経営を実質的に支配している場合 

  イ （ア）～（エ）に該当する者（以下「組合等」という。） 

  （ア）中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）第３条第１

項第７号に規定する協業組合、同項第８号に規定する商工組合又は同項第９

号に規定する商工組合連合会 
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  （イ）中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）第３条第１号に規定す

る事業協同組合、同条第１号の２に規定する事業協同小組合、同条第２号に

規定する信用協同組合、同条第３号に規定する協同組合連合会又は同条第４

号に規定する企業組合 

  （ウ）商店街振興組合法（昭和 37 年法律第 141 号）第２条第１項に規定する商

店街振興組合又は商店街振興組合連合会 

  （エ）生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和 32 年法律

第 164 号）第３条に規定する生活衛生同業組合、同法第 52 条の４第１項に

規定する生活衛生同業小組合又は同法第 53 条第１項に規定する生活衛生同

業組合連合会 

  ウ 個人 

⑶対象事業所のうち、主たる用途が病院その他の医療施設で構成されるものについ

ては、第３計画期間に適用される目標削減率を２％減ずる。 

 

9. 削減目標の達成方法 

⑴各事業者は、各削減計画期間において、自ら削減した量に（ア）と（イ）を加え、

（ウ）を減じた量の合計の量を削減目標量以上とするよう努めるものとする。 

（ア）その他の温室効果ガスの削減量 

（イ）排出量取引により取得した削減量（購入量） 

（ウ）他者に移転した削減量（売却量） 

⑵前の計画期間の削減量については、次の計画期間において利用可能とする。 

（第２計画期間の削減量については、第３計画期間において利用可能） 

⑶削減計画期間終了時に目標が達成できなかった場合には、次の計画期間において、

次の計画期間で求められる削減量に、前の計画期間の目標達成に不足した削減量

を加えた量を削減目標量とする。 

（第２計画期間終了時に目標が達成できなかった場合には、第３計画期間で求めら

れる削減量に、第２計画期間の目標達成に不足した削減量を加えた量を、第３計

画期間における削減目標量とする） 

 

10. 取引に利用できる削減量 

 各事業者は以下の種類ごとに知事が別に定める方法等により算定される削減量

を取引に利用できるものとする。 

⑴超過削減量（県内大規模事業所において削減目標量以上削減した量） 

⑵県内中小事業所削減量（県内の中小事業所において削減した量） 

⑶県外削減量（県外の大規模事業所において削減した量） 

⑷再生可能エネルギーの利用による削減量（電気等の環境価値を削減量に換算し

た量） 

⑸森林吸収量（森林の整備・保全によるCO2吸収増加量） 

⑹連携自治体削減量（東京都内の事業所の超過削減量及び都内中小事業所削減

量） 

 

11. 取引に利用できる削減量の上限・換算率 

⑴超過削減量（移転（売却）上限）基準排出量の１／２ 
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⑵県内中小事業所削減量（上限）なし 

⑶県外削減量（取得（購入）上限）①オフィスビル等：削減目標量の１／３ 

                ②工場等：削減目標量の１／２ 

⑷再生可能エネルギーの利用による削減量（上限）なし （換算率）1.0倍 

⑸森林吸収量（上限）なし （換算率）県内の森林：1.5倍、県外の森林：1.0倍 

 

12. 先進的な取組を進める事業所（トップレベル事業所）の扱い 

 地球温暖化対策の推進の程度が優れた事業所として知事が別に定める基準に適合

することを知事が認めた事業所（トップレベル事業所）の目標削減率は、目標削減

率の各区分に応じて、極めて優れている事業所は目標削減率を１／２に、特に優れ

ている事業所は３／４に緩和するものとする（緩和期間：申請した年度から当該年

度の属する削減期間の終了する年度（第２計画期間に認定された事業所に限り、認

定後５年間））。 

 

13. 排出量及び削減量の検証 

⑴取引に利用する削減量は、県が別に定める方法による検証が必要。 

⑵事業者は、削減目標の達成の確認を行う際には、基準排出量、期間中の排出量を

県が別に定める方法により検証した上で、県に報告するものとする。 

 

14. 排出量取引状況の把握 

 県は事業者から報告があった場合には、削減量口座簿に記録するものとする。 

 

15. 検証機関 

 基準排出量、計画期間中の排出量及び取引に利用する削減量（クレジット）等の

検証は県が認めた機関が行うものとする。 
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（第３計画期間から新たに適用される事項 詳細） 
①目標削減率 
 第３計画期間の目標削減率は、大規模事業所の削減実績や制度開始当初に提示した削減率

の案等を勘案し、事務所、店舗、熱供給事業所等（1-1 区分）は２２％、事務所、店舗のう

ち、他人から供給された熱の割合が２割以上であるもの（1-2 区分）及び工場、浄水場、下

水処理場等（2区分）は２０％とする。 
 

事業所の種類 目標削減率 

 
第１計画期間 

(H23～H26) 

第２計画期間 

(H27～R1) 

第３計画期間 ※  

(R2～R6) 

１

区

分 

事務所、店舗、熱供給事業

所等 

（1-1 区分） 

８％ １５％ ２２％ 

 

上記のうち、他人から

供給された熱の割合が

２割以上であるもの 

（1-2 区分） 

６％ １３％ ２０％ 

２ 

区 

分 

第１区分以外の事業所 

（工場、浄水場、下水処理

場等） 

６％ １３％ ２０％ 

 
※ 平成 24 年度以降に大規模事業所に該当した事業所にあっては、大規模事業所に該当し

た年度から４か年度に満たない期間に限り第１計画期間に適用される目標削減率（８％

又は６％）、５か年度から９か年度に満たない期間に限り第２計画期間に適用される目

標削減率（１５％又は１３％）を適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9/12 

②中小企業等への対応 

 第３計画期間における目標削減率が適用される事業所のうち、中小企業等が設置する事業

所については目標削減率を３／４に緩和する。 

事業所の種類  

第３計画期間における  

目標削減率（期間平均）  

緩和前  緩和後 

１

区

分  

事務所、店舗等（ 1-1 区分）  ２２％  １６．５％ 

 

上記のうち、他人から供給さ

れた熱の割合が２割以上で

あるもの 
（ 1-2 区分）  

２０％  １５％ 

２  

区  

分  

第１区分以外の事業所 

（工場等） 
２０％  １５％ 

 

③医療施設への対応 

 第３計画期間における目標削減率が適用される事業所のうち、人の生命又は身体の安全確

保に特に不可欠な医療施設については、目標削減率を２％減ずる。 

事業所の種類  

第３計画期間における  

目標削減率（期間平均）  

緩和前  緩和後 

１

区

分  

病院等（ 1-1 区分）  ２２％  ２０％ 

 

上記のうち、他人から供給さ

れた熱の割合が２割以上で

あるもの 
（ 1-2 区分）  

２０％  １８％ 
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④取引に利用できる再エネクレジットの換算率 

 再生可能エネルギーの利用による削減量（再エネクレジット）を排出量取引に利用するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 太陽光（熱）、風力、地熱、水力（1,000kW 以下）について、第２計画期間までは実際の

再生可能エネルギーの利用による削減量の 1.5 倍までクレジットを発行することが可能とし

ていたが、第３計画期間においては 1.0 倍とする。 

 

 

 

（例） 
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⑤トップレベル事業所認定の認定効果 

 地球温暖化対策の推進の程度が優れた事業所として基準に適合することを認めた事業所

（トップレベル事業所）の目標削減率は、１／２又は３／４に緩和するものとしている。 

 

 

 

 緩和期間は申請した年度から当該年度の属する削減期間の終了する年度としていたが、第

２計画期間に認定された事業所に限り、認定後５年間、トップレベル事業所認定の効果を有

効とし、目標削減率を緩和することとする。 

 

 

 

（例） 

（変更前） 

（変更後） 
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⑥低炭素電力選択の仕組み 

 第２計画期間においては大規模事業所が再生可能エネルギーや水力発電などの非化石電源

比率の高い電気（低炭素電力）を調達しても、排出量の算定に反映できなかった。 

 第３計画期間においては大規模事業所が低炭素電力を調達した場合には、次のとおり算定

した「削減量」を事業所の排出量から減ずることができることとする。 

 

変更前 変更後 

  

 

＜低炭素電力の定義＞ 

  

  電気の排出係数が 0.37[t-CO2/千 kWh]以下である電力 

  

 

＜低炭素電力調達による削減量の算定方法＞ 

 

 

  削減量 ＝ 低炭素電力調達量 ×  第３計画期間の排出係数 ― 

 

 

調達した低炭素電力 

の排出係数 

（0.495） （0.37 以下） 

低炭素電力を調達しても排出量は同じ 算定した削減量を排出量から減ずることが可能 

ＣＯ２排出量 ＣＯ２排出量 ＣＯ２排出量 

削減量 

ＣＯ２排出量 

低炭素電力を調達 低炭素電力を調達 


